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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第127期
第２四半期
連結累計期間

第128期
第２四半期
連結累計期間

第127期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 37,662 41,568 85,457

経常利益 (百万円) 1,060 2,109 5,857

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 841 1,512 4,422

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,210 3,214 4,857

純資産額 (百万円) 42,819 48,014 46,340

総資産額 (百万円) 70,006 76,470 77,816

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 33.58 60.91 176.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 61.0 62.6 59.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △720 1,405 415

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △589 △770 △2,203

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,341 △1,783 △1,618

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,134 14,459 15,310
 

 

回次
第127期
第２四半期
連結会計期間

第128期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 25.05 57.47
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあ

りません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると

認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の「５類」移行に伴い、社会経済

活動の正常化が進んだものの、ウクライナ情勢の長期化や原材料・資源価格の高騰、インフレ抑制に向けた欧米諸

国による政策金利の引き上げ等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

防災・情報通信業界におきましても、2024年度から適用される改正労働基準法への対応に関する労務費の増加

や、原材料価格、物流費の上昇等、収益に影響を及ぼすリスクが顕在化しております。

このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画「VISION2023（2021～2023年度）」の実現に向け、全社

を挙げて営業活動を推進してまいりました。国内においては、ストック事業であるリニューアルやメンテナンスが

順調に進捗したことに加え、製品価格の改定や工期前倒し施策の実施も業績に寄与いたしました。また、海外にお

いては、為替の影響を含め、火災報知設備を構成する製品群のシステム販売が好調に推移いたしました。その結

果、受注高は54,328百万円（前年同期比9.7％増）、売上高は41,568百万円（同10.4％増）と増加しました。また利

益においては、経営計画に基づく開発投資の実施や採用活動の強化、物価高を反映した労働条件の改善等により、

販売費及び一般管理費が増加したものの、営業利益は1,787百万円（同181.1％増）、経常利益は2,109百万円（同

98.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,512百万円（同79.8％増）と、いずれも前年から大幅に増加し

ました。

セグメントごとにおける概況は次のとおりであります。

防災事業の火災報知設備と消火設備につきましては、CRM（営業管理システム）を最大活用した効果的な新築・リ

ニューアル需要の取り込みと、新築受注からメンテナンス受注に至る部門間の更なる連携強化を推し進めてまいり

ました。海外におきましては、感知器等を単体で販売するビジネスモデルから、周辺機器を含めた火災報知設備の

製品群をシステム販売する施策への転換を推進するとともに、建物規模の大きな市場へ事業領域を拡げる施策を展

開してまいりました。

以上の結果、防災事業の受注高は46,861百万円（同12.1％増）、売上高は35,260百万円（同11.1％増）、セグメ

ント利益（営業利益）は4,760百万円（同61.6％増）となりました。

情報通信事業等の情報通信設備と防犯設備等につきましては、放送・インターホン設備において新築・リニュー

アル需要を取り込むとともに、主にアクセスコントロール設備において、防災事業の顧客基盤を活かした営業活動

を展開してまいりました。

以上の結果、情報通信事業等の受注高は7,467百万円（同3.2％減）、売上高は6,307百万円（同6.3％増）、セグ

メント損失（営業損失）は205百万円（前年同期はセグメント利益38百万円）となりました。

 
当第２四半期連結会計期間末における財政状態の状況につきましては次のとおりであります。

当第２四半期連結会計期間末における総資産の残高は、前連結会計年度末の残高と比べ1,345百万円減少し、

76,470百万円となりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産の減少によるものであります。

負債の残高につきましては、前連結会計年度末の残高と比べ3,020百万円減少し、28,455百万円となりました。こ

れは主に、その他に含まれる未払金の減少によるものであります。

また、純資産の残高につきましては、前連結会計年度末の残高と比べ1,674百万円増加し、48,014百万円となりま

した。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末残高

15,310百万円及び営業活動による資金の増加1,405百万円を原資として、投資活動において770百万円、財務活動に

おいて1,783百万円をそれぞれ使用しております。

したがって、当第２四半期連結会計期間末の資金の残高は、前連結会計年度末の残高に比べ、850百万円減少し、

14,459百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,405百万円（前年同期に使用した資金は720百万円）となりました。

これは主に、売上債権の減少などにより資金が増加したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、770百万円（前年同期に使用した資金は589百万円）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得などにより資金が減少したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,783百万円（前年同期に使用した資金は1,341百万円）となりました。

これは主に、配当金の支払などにより資金が減少したものであります。

 
(3)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,484百万円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 (1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 115,000,000

合計 115,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,812,000 28,812,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

合計 28,812,000 28,812,000 － －
 

 

 (2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
 (3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2023年７月１日～
2023年９月30日

－ 28,812,000 － 3,798 － 2,728
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 (5) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

綜合警備保障株式会社 東京都港区元赤坂一丁目６番６号 4,380 17.52

三和ホールディングス株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 2,274 9.09

東京海上日動火災保険株式会社
東京都千代田区大手町二丁目６番
４号

2,029 8.12

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,802 7.21

トーア再保険株式会社
東京都千代田区神田駿河台三丁目　
６番地の５

850 3.40

ホーチキ従業員持株会 東京都品川区上大崎二丁目10番43号 795 3.18

重田　康光 東京都港区 683 2.73

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 585 2.34

三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号
常任代理人日本マスタートラスト信
託銀行株式会社

512 2.05

エア・ウォーター株式会社
大阪府大阪市中央区南船場二丁目　
12番８号

500 2.00

合計  14,412 57.64
 

(注)１　上記のほか、当社所有の自己株式3,808千株があります。

２　持株比率は、自己株式を控除して計算しております。なお、役員報酬BIP信託が保有する当社株式216千

株は、自己株式に含めておりません。

 
 (6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － －

3,808,300

完全議決権株式(その他)
普通株式

249,573 －
24,957,300

単元未満株式
普通株式

－ １単元(100株)未満の株式
46,400

発行済株式総数 28,812,000 － －

総株主の議決権 － 249,573 －
 

(注)１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式87株及び役員報酬BIP信託が保有する当社株

式66株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式216,400株

（議決権2,164個）が含まれております。
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② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ホーチキ株式会社

東京都品川区上大崎
二丁目10番43号

3,808,300 － 3,808,300 13.22

合計 － 3,808,300 － 3,808,300 13.22
 

(注)１　役員報酬BIP信託が保有する当社株式216,400株は、上記の自己株式等には含めておりません。

２　2023年２月３日開催の取締役会の決議に基づく自己株式の取得により、当第２四半期連結累計期間にお

いて210,900株増加しております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)　退任役員（2023年８月７日）

取締役　 植村　裕之 （社外取締役）

 
(2)　異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名　女性2名（役員のうち女性の比率16.7％）
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(自　2023年７月１日　至　

2023年９月30日)及び第２四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)の四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

 (1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,310 14,629

  受取手形、売掛金及び契約資産 25,801 ※2  21,431

  電子記録債権 3,273 2,686

  製品 4,371 6,475

  仕掛品 1,144 1,347

  原材料 7,743 9,166

  その他 794 753

  貸倒引当金 △70 △130

  流動資産合計 58,368 56,361

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 4,263 4,322

   その他（純額） 6,618 6,727

   有形固定資産合計 10,882 11,049

  無形固定資産   

   のれん 301 262

   その他 576 564

   無形固定資産合計 878 827

  投資その他の資産   

   その他 7,840 8,366

   貸倒引当金 △153 △134

   投資その他の資産合計 7,686 8,231

  固定資産合計 19,447 20,109

 資産合計 77,816 76,470

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,256 ※2  4,340

  電子記録債務 7,787 7,237

  未払法人税等 1,347 472

  工事損失引当金 677 654

  製品補償引当金 354 255

  その他 10,250 8,811

  流動負債合計 24,674 21,772

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 8 9

  役員株式給付引当金 232 216

  退職給付に係る負債 5,195 5,163

  その他 1,364 1,293

  固定負債合計 6,801 6,683

 負債合計 31,476 28,455
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,798 3,798

  資本剰余金 2,728 2,728

  利益剰余金 42,389 42,668

  自己株式 △4,260 △4,561

  株主資本合計 44,655 44,633

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 918 1,595

  土地再評価差額金 △641 △641

  為替換算調整勘定 318 1,290

  退職給付に係る調整累計額 924 994

  その他の包括利益累計額合計 1,519 3,239

 非支配株主持分 164 141

 純資産合計 46,340 48,014

負債純資産合計 77,816 76,470
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 (2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 37,662 41,568

売上原価 26,255 27,780

売上総利益 11,406 13,787

販売費及び一般管理費 ※1  10,770 ※1  12,000

営業利益 635 1,787

営業外収益   

 受取利息 0 13

 受取配当金 53 61

 為替差益 311 269

 その他 94 20

 営業外収益合計 459 364

営業外費用   

 支払利息 9 10

 売上割引 12 12

 その他 13 19

 営業外費用合計 34 42

経常利益 1,060 2,109

特別利益   

 有形固定資産売却益 5 5

 投資有価証券売却益 127 -

 会員権売却益 - 0

 特別利益合計 133 6

特別損失   

 有形固定資産売却損 - 1

 有形固定資産除却損 0 14

 特別損失合計 0 15

税金等調整前四半期純利益 1,194 2,100

法人税、住民税及び事業税 203 480

法人税等調整額 159 125

法人税等合計 362 605

四半期純利益 831 1,494

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △9 △17

親会社株主に帰属する四半期純利益 841 1,512
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益 831 1,494

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △75 677

 為替換算調整勘定 382 972

 退職給付に係る調整額 70 70

 その他の包括利益合計 378 1,720

四半期包括利益 1,210 3,214

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,220 3,231

 非支配株主に係る四半期包括利益 △9 △16
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 (3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,194 2,100

 減価償却費 655 695

 のれん償却額 25 38

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 27

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △57 △59

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 156 △23

 災害損失引当金の増減額（△は減少） △12 △0

 製品補償引当金の増減額（△は減少） △93 △98

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 89 67

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 1

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 35 △16

 受取利息及び受取配当金 △53 △75

 支払利息 9 10

 有形固定資産売却損益（△は益） △5 △4

 有形固定資産除却損 0 14

 投資有価証券売却損益（△は益） △127 -

 会員権売却損益（△は益） - △0

 売上債権の増減額（△は増加） 4,073 5,477

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,787 △2,982

 その他の資産の増減額（△は増加） △30 26

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,344 △860

 未払消費税等の増減額（△は減少） △581 △551

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 407 252

 その他の負債の増減額（△は減少） △1,415 △1,137

 その他 △166 △154

 小計 930 2,747

 法人税等の支払額 △1,651 △1,341

 営業活動によるキャッシュ・フロー △720 1,405

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △625 △544

 有形固定資産の売却による収入 17 8

 ソフトウエアの取得による支出 △106 △88

 投資有価証券の取得による支出 △4 △2

 投資有価証券の売却による収入 129 1

 貸付金の回収による収入 0 0

 利息及び配当金の受取額 53 75

 その他 △54 △220

 投資活動によるキャッシュ・フロー △589 △770
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 - △20

 自己株式の取得による支出 - △352

 自己株式の売却による収入 4 -

 配当金の支払額 △1,236 △1,281

 非支配株主への配当金の支払額 △10 △6

 利息の支払額 △9 △10

 その他 △89 △112

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,341 △1,783

現金及び現金同等物に係る換算差額 168 293

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,482 △855

現金及び現金同等物の期首残高 18,617 15,310

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

- 4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  16,134 ※１  14,459
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

１　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、ケンテックエレクトロニクスリミテッドについては同日現在

の財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、同

社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当第２四半期連結累計期間は2023年１月１日から2023年３月31日まで

の３か月分の損益について利益剰余金で調整し連結しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　当社は、柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

貸出コミットメントラインの総額 5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 5,000百万円 5,000百万円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 －百万円 132百万円

支払手形 －百万円 64百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

給料及び手当 4,104百万円 4,450百万円

退職給付費用 290百万円 277百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金 16,134百万円 14,629百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －百万円 △170百万円

現金及び現金同等物 16,134百万円 14,459百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,239 49.00 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金
 

(注)　2022年６月28日定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金12百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,285 51.00 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金
 

(注)　2023年６月28日定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金12百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月６日
取締役会

普通株式 637 25.50 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金
 

(注)　2023年11月６日取締役会決議による配当金総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配当金

５百万円が含まれております。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 防災事業
情報通信
事業等

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

売上高      

一時点で移転される
財又はサービス

11,889 2,235 14,124 － 14,124

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

19,836 3,701 23,537 － 23,537

顧客との契約から生じる収益 31,725 5,936 37,662 － 37,662

セグメント利益 2,946 38 2,984 △2,348 635
 

(注)１　セグメント利益の調整額△2,348百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 防災事業
情報通信
事業等

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

売上高      

一時点で移転される
財又はサービス

13,676 2,832 16,508 － 16,508

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

21,583 3,475 25,059 － 25,059

顧客との契約から生じる収益 35,260 6,307 41,568 － 41,568

セグメント利益又は損失(△) 4,760 △205 4,554 △2,767 1,787
 

(注)１　セグメント利益又は損失の調整額△2,767百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益 33円58銭 60円91銭

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 841 1,512

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

841 1,512

普通株式の期中平均株式数(株) 25,043,907 24,826,945
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。なお、前第２四半期連結累計期間において信託が保有する期中平

均自己株式数は259,850株であり、当第２四半期連結累計期間においては232,118株であります。

 
２ 【その他】

第128期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）中間配当について、2023年11月６日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1)　配当金の総額 637百万円

(2)　１株当たり配当額 25円50銭

(3)　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年11月13日

ホーチキ株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齊　　藤　　直　　人  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　　岸　　貴　　浩  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているホーチキ株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホーチキ株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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